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富山市の財務諸表（平成 21 年度決算）について 

１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに    

本市では、平成１２年度決算から平成１８年度決算までは、国の「地方公共

団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」が示した作成要領に基づき、主

に決算統計の数値を使って財務諸表を作成してきました。しかし、平成１８年

６月に成立した｢簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律｣により、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制

度の整備」が求められました。 

本市では、「基準モデル」と「総務省改訂モデル」の２つのモデルのうち、   

「基準モデル」の方が、資産を時価で評価するなど、より正確な財務状況を把

握できることから、平成１９年度決算からはバランスシートをはじめ、全ての

財務諸表を「基準モデル」に従い作成しております。 

 

 

 

 

 

 

 

【基準モデル及び総務省改訂モデルの特徴】 

（１）基準モデル 

  民間企業会計の考え方を取り入れ、自治体が保有するすべての資産を公

正価値（時価）で評価する。 

（２）総務省改訂モデル 

  既存の決算統計を活用し、資産については、過去の建設事業費の積上げ

から簡易的に価値を算定する。 

【４つの財務諸表】 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

年度末時点における資産、負債、純資産の残高を示すもの。 

（２）行政コスト計算書 

当該年度における行政活動に伴うコスト、その財源となる使用料・手数

料等の収入を示すもの。 

（３）純資産変動計算書 

当該年度における純資産と、その内部構成の変動を示すもの。 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

当該年度における資金の支出と収入を示すもの。 



 

 

２２２２．．．．対象対象対象対象となるとなるとなるとなる会計会計会計会計のののの範囲範囲範囲範囲、、、、作成基作成基作成基作成基準準準準などなどなどなど        

    

公表した４つの財務諸表は、一般会計、特別会計、企業会計をあわせた「単

体ベース」と、これに本市が関係する財団法人等を加えた「連結ベース」の２

種類を作成しています。 

 
 【連結ベース】   

    

 【単体ベース】  (株)富山市民プラザ 

    (財)富山市民文化事業団 

 一般会計 水道事業会計 富山市土地開発公社 

 ケーブルテレビ放送事業特別会計 工業用水道事業会計 (社福)富山市社会福祉協議会 

 公債管理特別会計 公共下水道事業会計 (社福)富山市社会福祉事業団 

 母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 病院事業会計 (社)富山市シルバー人材センター 

 牛岳温泉健康センター事業特別会計 中央卸売市場事業特別会計 (財)富山市生活環境サービス 

 軌道整備事業特別会計 白樺ハイツ事業特別会計 (財)富山勤労総合福祉センター 

 賃貸住宅・店舗事業特別会計 牛岳温泉スキー場事業特別会計 (財)富山市勤労者福祉サービスセンター 

  企業団地造成事業特別会計 (財)富山市ガラス工芸センター 

  分譲住宅・分譲宅地事業特別会計 (財)岩瀬カナル会館 

  農業集落排水事業特別会計 富山大手町コンベンション(株) 

  駐車場事業特別会計 (財)富山観光物産センター 

  競輪事業特別会計 (株)まちづくりとやま 

  国民健康保険事業特別会計 (財)富山市ファミリーパーク公社 

  老人保健医療事業特別会計 (財)富山市学校給食会 

  介護保険事業特別会計 (財)富山市体育協会 

  後期高齢者医療事業特別会計 (財)富山市大沢野健康文化推進財団 

  農業共済事業特別会計  (財)富山市大山開発公社 

     (株)八尾サービス 

   (財)富山市婦中公園緑地管理公社 

   (株)ほそいり 

   大山観光開発(株) 

   富山ライトレール(株) 

    

 

※国が示す作成要領では、一部事務組合についても連結ベースの対象となっています

が、本市が加入している一部事務組合では、現在のところバランスシート等を作成

していないため、今回の財務諸表には含めてありません。 

    

    

作成基準日作成基準日作成基準日作成基準日････････････平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年３３３３月月月月３１３１３１３１日日日日    

・一般会計及び特別会計の出納整理期間（平成２２年４月１日から５月３１日まで）

の入出金については、作成基準日までに出入金が終了したものとして処理していま

す。 

・企業会計及び関係団体の未収・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期

間に取引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理していま

す。 

 



 

 

３３３３．．．．４４４４つのつのつのつの財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表    

    

（（（（１１１１））））平成平成平成平成２２２２１１１１年度年度年度年度貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表（（（（バランスシートバランスシートバランスシートバランスシート））））    

 

（ア）趣旨 

現行の会計方式は、一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため、資

産や負債などのストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

そこで、民間企業会計の手法を用いたバランスシートを作成することにより､税金の

投入等で整備された資産の状況や､その資産形成の財源である負債、純資産の状況等を

把握することができます。 

 

（単位：百万円） 

資産の部 負債の部 

  単体 連結   単体 連結 

１．金融資産  49,908 50,112 １．流動負債  39,031 62,728 

（１）資金 11,316 14,425 （１）未払金 3,817 5,460 

（２）債権 16,191 14,276 （２）賞与引当金 1,518 1,541 

  ① 未収金 11,558 12,109 （３）翌年度償還予定 32,750 32,958 

  ② 貸付金 2,653 2,659    地方債   

  ③ その他 1,980 -492 （４）短期借入金 300 21,859 

（３）有価証券 100 502 （５）その他 646 910 

（４）投資等 22,301 20,909    

  ① 出資金 6,363 3,614    

  ② 基金・積立金 14,322 16,403 ２．非流動負債  473,320 477,420 

  ③ その他 1,616 892 （１）地方債 436,212 436,212 

   （２）借入金 0 3,060 

２．非金融資産  1,085,783 1,119,106 （３）退職給付引当金 31,980 32,974 

（１）事業用資産 373,690 407,013 （４）その他 5,128 5,174 

  ① 土地 104,234 107,718     

  ② 建物 240,958 251,431    

  ③ その他 28,498 47,864     

（２）インフラ資産 712,093 712,093 負債合計 512,351 540,148 

  ① 用地 153,455 153,455 純資産の部 

  ② 施設 501,109 501,109 

  ③ その他 57,529 57,529 

純資産合計 623,340 629,070 

資産合計 1,135,691 1,169,218 負債及び純資産合計 1,135,691 1,169,218 

 

    

（イ）バランスシートからわかること（上段は単体で、下段のカッコ内は連結） 

 

［総額］        （単位：億円）   ［市民１人あたり］  （単位：万円） 

負 債 

５，１２４ 

(５，４０１) 

 負 債 

１２３ 

（１２９） 

 

資 産 

１兆 1，３５７ 

(１兆１，６９２) 純資産 

６，２３３ 

(６，２９１) 

 

 

資 産 

２７２ 

（２８０） 純資産 

１４９ 

（１５１） 

平成２２年３月３１日現在の人口は４１７，３２２人 



 

 

①資産について 

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供する

ために使用されるものです。 

本市の総資産は、単体で１兆１，３５７億円、連結で１兆１，６９２億円となっ

ており、市民１人あたりそれぞれ、２７２万円、２８０万円となっています。 

全体の多くを占めているのが非金融資産で、内訳は、学校、文化施設などの事業

用資産が、単体で３，７３７億円、連結で４，０７０億円です。 

道路や橋梁などのインフラ資産が、単体、連結ともに７，１２１億円となってい

ます。 

 

 

②負債について 

負債は、地方債など将来において支払の必要があり、将来の世代が負担すること

になる非流動負債と、一年以内のうちに支払期限が到来する流動負債に区分されま

す。 

本市の負債は、単体で５，１２４億円、連結では５，４０１億円となっており、

資産全体に占める割合ではそれぞれ、４５．１％、４６．２％となっており、市民

１人あたりではそれぞれ、１２３万円、１２９万円となっています。 

 

また、負債総額のうち、単体の地方債残高（非流動負債の地方債＋流動負債の翌

年度償還予定地方債）は４，６８９億円で、このうち交付税で措置される額が２，

１７３億円あることから、実質的な地方債残高は２，５１６億円となっています。 

 

 

③純資産について（①－②） 

過去の世代や国・県が負担した、将来返済しなくてもよい財産である純資産は、

単体で６，２３３億円、連結で６，２９１億円となっており、市民１人あたりでは

それぞれ、１４９万円、１５１万円となっています。 

 

（ウ）経年比較 

① 資産 

 平成 2１年度    平成２０年度     増減 

単体  1 兆１,３５７億円  1 兆１,５５１億円  １９４億円減 

連結  1 兆１,６９２億円  1 兆１,９１１億円  ２１９億円減 

インフラ資産においては、道路や公園、軌道整備などによる増（約１００億円）

がありましたが、一方で、金融資産において、定額給付金事業の財源として、前年

度繰越金を用いたことなどによる資金の減（▲７９億円）、事業用資産における、評

価替による土地・建物の評価損による減（▲１９１億円）などから、単体で１９４

億円の減、連結で２１９億円の減となっています。 

 

② 負債 

         平成 2１年度    平成２０年度     増減 

単体    ５,１２４億円    ５,１０９億円   １５億円増 

連結    ５,４０１億円    ５,４１５億円   １４億円減 

単体では、水道事業会計における未払金の減（２４億円）や定年退職者の減によ

る退職給付引当金の減（▲５億円）などがある一方で、インフラ整備の財源として

地方債を活用したことによる地方債残高の増（４１億円）があることから、合計１

５億円の増となっています。また、連結では、単体の要因に加え、土地開発公社の

借入金の減（▲２４億円）などがあり、差引１４億円の減となっています。 



 

 

（（（（２２２２））））平成平成平成平成２２２２１１１１年度行政年度行政年度行政年度行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書    

 

（ア）趣旨 

地方公共団体の行政活動には、資産の形成につながる道路や公園、学校等の公共施

設の整備などのほか、資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サー

ビスがあります。 

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要するコ

ストと、それらに充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり、本市の行政

活動の内容を把握することができます。 

 その意味で、現役世代に対する行政コストの明細書ということができます。 

 

経常費用（行政コスト）の区分 

１ 経常業務費用  

（１）人件費 職員給与や議員報酬、退職給付費用など。 

（２）物件費 備品や消耗品の購入費、減価償却費（社会資本の経年劣化に伴

う減少額）、施設の維持補修にかかる経費など。 

（３）経費等 業務等委託費や地方債償還の利子、災害復旧事業費など。 

２ 移転支出 補助金や社会保障費経費（生活保護費等の扶助費）など 

 

経常収益 

使用料や手数料、諸収入の一部（住民票の発行手数料や上下水道使用料なども含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

（単位：百万円） 

単体 連結 

 経常費用（行政コスト） 

230,007 237,907 

１．経常業務費用  117,248 128,308 

（１）人件費 38,890 43,415 

  ① 職員給料（給料、職員手当） 24,307 27,014 

  ② 退職給付費用 4,034 4,567 

  ③ その他（共済費、報酬、賃金など） 10,549 11,834 

（２）物件費 29,088 34,695 

   ① 消耗品費 5,151 8,257 

   ② 減価償却費（事業用資産分） 13,049 13,789 

    ③ 維持補修費 7,627 8,088 

    ④ その他（修繕以外の需用費、役務費など） 3,261 4,561 

（３）経費等 49,270 50,198 

   ① 委託費 21,515 20,352 

  ② 公債費（利子分） 9,566 9,566 

  ③ その他（賃借料、企業債借入金支払利息など） 18,189 20,280 

２．移転支出  112,759 109,599 

（１）補助金等移転支出（補助金、交付金など） 18,554 15,083 

（２）社会保障給付費 84,102 84,102 

（３）その他（繰出金、公課費など） 10,103 10,414 

 経常収益（使用料、手数料、諸収入の一部など） 44,663 52,996 

 純経常行政コスト 

［経常費用（行政コスト）－経常収益］ 

185,344 184,911 



 

 

    

（イ）行政コスト計算書からわかること 

    

総額（単位:億円） 市民１人あたり（単位:万円）  

単体 連結 単体 連結 

経常費用（行政コスト） ２，３００ ２，３７９ 55 ５７ 

経常収益 ４４７ ５３０ 11 １３ 

純経常行政コスト １，８５３ １，８４９ ４４ ４４ 

 

経常費用（行政コスト）は、単体が２，３００億円、連結が２，３７９億円であり、

市民１人あたりではそれぞれ、５５万円、５７万円となっています。 

また、行政サービスを利用する対価として市民が負担する使用料・手数料などの経

常収益は、単体が４４７億円、連結が５３０億円であり、市民１人あたりではそれぞ

れ、１１万円、１３万円となっています。 

行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、単体が１，８５３億円、

連結が１，８４９億円であり、市民１人あたりでは単体、連結ともに４４万円となり、

市税や地方交付税などの一般財源や、国・県補助金などで補っています。 

    

    

（ウ）経年比較 

 

① 経常費用（行政コスト） 

          平成 2１年度    平成２０年度      増減 

単体    ２,３００億円    ２,１６４億円   １３６億円増 

連結    ２,３７９億円    ２,２５４億円   １２５億円増 

単体では、職員数の減による人件費の減（▲６億円）がありましたが、一方で、

除雪経費等による維持補修費の増（２３億円）や、緊急雇用創出事業等による委託

料の増（２１億円）、定額給付金支給事業等による補助金の増（８２億円）などから

合計で１３６億円増加しています。 

 

 

② 経常収益 

          平成 2１年度    平成２０年度     増減 

単体     ４４７億円     ４３８億円     ９億円増 

連結     ５３０億円     ５２４億円     ６億円増 

単体では、病院事業で収益が増（７億円）となったことなどから、９億円の増と

なりました。 

また、連結では、単体の要因に加えて、関係法人の収益の減（▲３億円）があり、

差引６億円の増加となっております。 

    

 

③ 純経常行政コスト 

          平成 2１年度    平成２０年度     増減 

単体   １，８５３億円   １，７２６億円   １２７億円増 

連結   １，８４９億円   １，７３０億円   １１９億円増 

上記①、②の変動から、純経常行政コストが増加しました。    

    

    

    



 

 

    

（（（（３３３３））））平成平成平成平成２２２２１１１１年度純資産変動計算書年度純資産変動計算書年度純資産変動計算書年度純資産変動計算書    

 

（ア）趣旨 

純資産の一会計年度内の増減を明らかにするもので、どのような財源や要因で純資

産が増減したのかを把握することができます。 

 

変動要因の区分 

１ 財源の変動 行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を示す。 

（１）財源の使途 市税や国・県補助金などを使用した経費。 

（２）財源の調達 調達した財源の種類。 

２ 資産形成充当 

財源の変動 

財源を将来世代も利用可能な固定資産や長期金融資産にどの

程度使用したかを示す。 

（１）固定資産の 

変動 

当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と過去に取

得した社会資本の経年劣化等に伴う減少額との差額。 

（２）長期金融資 

産の変動 

基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における増

減。 

（３）評価・換算 

差額等の変動 

固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益と評価損と

の差額。 

３ その他の純資 

産の変動 

財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を示す。 

    

    

（単位：百万円） 

単体 連結 

期首純資産残高 

644,200 649,642 

１．財源変動の部  -11,982 -11,411 

 （１）財源の使途 233,949 234,577 

   ① 純経常行政コスト（行政コストの財源不足分） 185,344 184,912 

   ② 固定資産形成（固定資産(有償取得分)） 33,060 34,005 

   ③ 長期金融資産形成（貸付金、基金積立金など） 3,695 3,774 

   ④ その他（減価償却費(ｲﾝﾌﾗ資産分)など） 11,850 11,886 

 （２）財源の調達 221,967 223,166 

   ① 税収（地方税、地方譲与税など） 76,083 76,083 

   ② 補助金等移転収入（地方交付税、国・県支出金など） 71,259 71,428 

   ③ 分担金・負担金等 29,799 29,954 

   ④ その他（保険料、資産売却収入、減価償却費、 44,826 45,701 

基金、貸付金等長期金融資産償還金(元金)など）     

２．資産形成充当財源変動の部  -8,938 -9,221 

 （１）固定資産の変動（固定資産形成－減価償却費） 8,159 8,231 

 （２）長期金融資産の変動 567 514 

（長期金融資産形成－長期金融資産償還収入）     

 （３）評価・換算差額等の変動 -17,664 -17,966 

（有価証券、土地等再評価による減少分）     

３．その他の純資産変動の部  60 60 

 （１）その他の純資産の変動 60 60 

当期変動額 -20,860 -20,572 

期末純資産残高 623,340 629,070 



 

 

 

（イ）純資産変動計算書からわかること 

 

純資産は、平成２１年度期間中に、単体で２０９億円、連結で２０６億円減少し、

期末純資産残高は、単体で６，２３３億円、連結で６，２９１億円となっています。 

 

 

（ウ）経年比較 

 

① 財源変動の部 

 平成２１年度 平成２０年度 増減 

単体 ▲１２０億円 ３１億円 １５１億円減 

連結 ▲１１４億円 ３２億円 １４６億円減 

単体では、純経常行政コストの増（１２７億円）があったほか、景気低迷による

税収の減（▲３８億円）などから、合計で１５１億円減少しました。 

 

 

② 資産形成充当財源変動の部 

 平成２１年度 平成２０年度 増減 

単体 ▲８９億円 ８８億円 １７７億円減 

連結 ▲９２億円 ８８億円 １８０億円減 

平成２１年度は、３年に一度の固定資産の評価替があったことから、土地及び建

物の評価損による減の影響で、単体では１７７億円の減、連結では、１８０億円減

少しました。 

    

    

③ 当期変動額（①＋②） 

 平成２１年度 平成２０年度 増減 

単体 ▲２０９億円 １１９億円 ３２８億円減 

連結 ▲２０６億円 １２０億円 ３２６億円減 

上記①、②の要因から純資産が減少しました。 

    

    

    

    

    



 

 

（（（（４４４４））））平成平成平成平成２２２２１１１１年度資金収支計算書年度資金収支計算書年度資金収支計算書年度資金収支計算書（（（（キャッシュフローキャッシュフローキャッシュフローキャッシュフロー計算書計算書計算書計算書））））    

 

（ア）趣旨 

資金（歳計外現金を含む）の一会計年度内の増減を示すものです。どのような活動

に資金を必要としたのかを表しています。 

 

収支の区分 

１ 経常的収支 行政サービスを行うなかで、毎年度継続的に収入、支出されるもの。 

２ 資本的収支 学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など。 

３ 財務的収支 地方債、借入金などの収入、支出など。 

（単位：百万円） 

単体 連結 

期首資金残高 

19,801 22,948 

１．経常的収支  30,604 34,786 

 （１）経常的支出（人件費、扶助費、補助金、他会計繰出金など） 209,078 213,376 

 （２）経常的収入(税収入、地方交付税、国県支出金、使用料・手数料など) 239,682 248,162 

                                  

２．資本的収支  -33,628 -34,485 

 （１）資本的支出（工事請負費、公有財産購入費、貸付金など） 36,755 37,747 

 （２）資本的収入（資産売却収入、貸付金元利収入など） 3,127 3,262 

基礎的財政収支（１＋２） -3,024 301 

３．財務的収支  -5,461 -8,824 

 （１）財務的支出（公債元金・利子償還金など） 39,700 43,063 

 （２）財務的収入（公債発行収入など） 34,239 34,239 

当期資金収支額 -8,485 -8,523 

期末資金残高 11,316 14,425 

 

（イ）資金収支計算書からわかること 

①経常的収支について 

経常的収支は、行政サービスを行うなかで、毎年度継続的に収入、支出されるも

のの収支であり、この経常的収支の黒字額が小さい場合には、財政構造が硬直化し

ていると考えられるため、行政活動支出の削減に努めることが必要となります。 

経常的収入は、税収や地方交付税、国県支出金などでありますが、一方で、経常

的支出は、人件費や扶助費、補助金等の移転支出などであり、資本的支出である工

事請負費や公有財産購入費、また、財務的支出である公債費などは含まれておりま

せん。このため、経常的収入が経常的支出を上回り、一般的には黒字となります。 

本市の平成２１年度の経常的収支は、単体で３０６億円の黒字、連結で３４８億

円の黒字となっています。 

 

②資本的収支について 

資本的収支は、学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など

でありますが、資本的支出の財源は、その多くが税収入などの経常的収入や公債の

発行などの財務的収入で賄われております。このため、資本的収入が資本的支出を

上回り、一般的には赤字となります。 

本市の平成２１年度の資本的収支は、単体で３３６億円の赤字、連結で３４５億

円の赤字となっています。 

 



 

 

③財務的収支について 

地方債、借入金などの収入、支出などである財務的収支は、公債元金と利子の償

還額の合計額が、公債発行収入を上回っているため、単体で５５億円の赤字、連結

で８８億円の赤字となっています。 

 

（ウ）経年比較 

① 経常的収支 

 平成２１年度 平成２０年度 増減 

単体 ３０６億円 ４５６億円 １５０億円減 

連結 ３４８億円 ４９２億円 １４４億円減 

 経常的支出では、人件費の減（▲６億円）がありましたが、除雪経費等の維持補

修費の増（２３億円）や緊急雇用創出事業等による委託料の増（２１億円）、定額給

付金事業等による補助金の増（８２億円）、介護保険や後期高齢者医療事業に係る扶

助費の増（２３億円）などから、１１９億円増加しました。 

一方、経常的収入では、景気低迷による市税収入の減（▲３８億円）などから、

３１億円減少し、よって、差引である経常的収支は、１５０億円減少しました。 

また、連結では、単体の要因に加えて、土地開発公社において、経常的支出のう

ち、土地購入費の減（▲５億円）などがあり、差引１４４億円減少しました。 

 

② 資本的収支 

 平成２１年度 平成２０年度 増減 

単体 ▲３３６億円 ▲３３２億円 ４億円減 

連結 ▲３４５億円 ▲３３９億円 ６億円減 

単体では、資本的支出では、長期金融資産の収支において、中小企業融資制度に

係る預託方法の変更による貸付金の減（▲１５４億円）や水道事業会計での流杉浄

水場建設事業終了に伴う建設改良費の減（▲３０億円）などで、１８８億円減少し

ました。 

一方、資本的収入は、中小企業融資制度に係る預託方法の変更による貸付金元利

収入の減や財政調整基金等の取崩額の減などで、１９２億円減少し、差引である資

本的収支は４億円減少しました。 

また、連結では、単体の要因に加えて、経常的支出のうち、（株）富山市民プラザ

において、固定資産の増（１億円）などがあり、差引６億円減少しました。 

 

③ 財務的収支 

 平成２１年度 平成２０年度 増減 

単体 ▲５４億円 ▲５８億円 ４億円増 

連結 ▲８８億円 ▲８６億円 ２億円減 

単体では、平成２０年度においても、借換債の発行額及び公債費支出の減などから、

財務的収入は２２１億円、財務的支出は２２５億円、それぞれ減少し、差引である財

務的収支は、４億円増加しました。連結では、単体の要因に加えて、土地開発公社の

債務の減（▲４億円）などがあり、差引２億円減少しました。 

 

④ 当期資金収支額（①＋②＋③） 

 平成２１年度 平成２０年度 増減 

単体 ▲８４億円 ６６億円 １５０億円減 

連結 ▲８５億円 ６７億円 １５２億円減 

上記①、②、③から、当期資金収支額が減少しました。 

    



 

 

４４４４．．．．財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表からわかるからわかるからわかるからわかる主主主主なななな指標指標指標指標    

 

（ア）社会資本形成の世代間比率［純資産／（事業用資産＋インフラ資産）］ 

 社会資本の整備結果を示す事業用及びインフラ資産の合計額のうち、純資産に

よる整備の割合を示すもので、現役世代によって既に負担された割合を見ること

ができます。 

 

純 資 産 

事業用資産＋インフラ資産 

＝ 

社会資本形成

の世代間比率 

 

 

社会資本の約６割を現役世代の負担で形成したことになり、将来世代への負担

比率は約４割となっています。また、前年度と比較すると単体で１．４ポイント、

連結で１．２ポイント下がっておりますが、これは、３年に一度の固定資産の評

価替により、土地及び建物の評価損が発生したことによるものです。 

 

           平成 2１年度     平成２０年度      増減 

単体     ５７．４％      ５８．８％    １．４ﾎﾟｲﾝﾄ減 

連結     ５６．２％      ５７．４％    １．２ﾎﾟｲﾝﾄ減 

 

 

 

 

（イ）純資産比率［純資産／総資産］ 

 総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析に

おいて、財務の安定性を図る指標として用いられる自己資本比率に相当するもの

です。 

 

純 資 産 

総 資 産 

＝ 純資産比率 

  

 

この純資産比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。  

   また、前年度と比較すると単体で０．９ポイント、連結で０．７ポイント下が

っておりますが、これは、上記４（ア）の要因の他、総資産のうち、前年度の繰

越金を、定額給付金支給事業の財源として用いたため、金融資産である「資金」

が減少したことによるものです。 

   

           平成 2１年度     平成２０年度      増減 

単体     ５４．９％      ５５．８％    ０．９ﾎﾟｲﾝﾄ減 

連結     ５３．８％      ５４．５％    ０．７ﾎﾟｲﾝﾄ減 

 

 

    


